
令和元年 5 月 21 日 

 

 

平成 30 年度独立行政法人環境再生保全機構調達等合理化計画の実績及び自己評価 

 

 

１．調達の現状と要因の分析 

（１）独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）における平成 30 年度の契約状況は、

表 1 のようになっており、契約件数（少額随意契約を除く。）は 45 件、契約金額は 1,115 百万

円であり、うち競争性のない随意契約は 13 件、契約金額は 86 百万円であった。 

この競争性のない随意契約 13 件については、案件ごとに機構内部に設置した契約手続審

査委員会で審査を行うとともに、契約監視委員会委員への事前説明を経て調達を行った。 

なお、競争性のない随意契約の件数が増加した主な要因は、環境研究総合推進業務にお

ける研究管理のためのプログラムオフィサー8名との委託契約によるものである。（H29：0件、

H30：8 件） 

 

表 1 平成 30 年度の調達全体像           （単位：件、百万円） 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
（91.8％） 

45 

（96.7％） 

624 

（64.4％） 

29 

（85.0％） 

947 

〔△35.6％〕 

△16 

〔51.9％〕 

324 

企画競争・公

募 

（2.0％） 

1 

（2.1％） 

14 

（6.7％） 

3 

（7.3％） 

81 

〔200.0％〕 

2 

〔493.1％〕 

68 

競争性のある

契約（小計） 

（93.9％） 

46 

（98.8％） 

637 

（71.1％） 

32 

（92.3％） 

1,029 

〔△30.4％〕 

△14 

〔61.4％〕 

391 

競争性のない

随意契約 

（6.1％） 

3 

（1.2％） 

8 

（28.9％） 

13 

（7.7％） 

86 

〔333.3％〕 

10 

〔1033.2％〕 

78 

合 計 
（100％） 

49 

（100％） 

645 

（100％） 

45 

（100％） 

1,115 

〔△8.2％〕 

△4 

〔72.8％〕 

470 

（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2） 各年度の上段（ ）書きは、各項目の合計に対する構成比、比較増△減欄の〔 〕書きは増△減率である。 

 

（２）平成 30 年度の一者応札・応募の状況は、表 2 のようになっており、一般競争入札による一

者応札は 1 件、契約金額は 765 百万円であった。 

なお、一者応札・応募となった契約（1 件）は、公害健康被害補償業務の徴収関連業務（複

数年度契約（6 年））である。 

 

       表 2 平成 30 年度の一者応札・応募状況     （単位：件、百万円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

２者以上 
件数 45（97.8％） 31（96.9％） △14〔△31.1％〕 

金額  633（99.3％）  264（25.7％） △369〔△58.3％〕 

１者 
件数 1（2.2％） 1（3.1％） 0〔0％〕 

金額 5（0.7％） 765（74.3％） 760〔16051.0％〕 

合 計 
件数   46（100％）   32（100％） △14〔△30.4％〕 

金額    637（100％）    1,029（100％） 391〔61.4％〕 



 

２．重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

（１） 一者応札・応募に関する改善 

① 公告から入札までの期間について 10 営業日以上を確保した。 

② 契約手続審査委員会による事前の審査については、競争性を確保するため、調達数量、

業務範囲、スケジュール、必要な資格設定、業務の実績要件及び地域要件の妥当性につ

いて重点を置いた審査を実施した。 

③ 調達情報に係るメールマガジンの活用等により、発注入札情報の更なる周知を図った。 

（メルマガ登録者数：平成 29 年度末:251 者→平成 30 年度末:283 者） 

【①及び②の実施割合 100％】 

 

（２）類似業務に係る調達の集約化 

平成 31年度契約に向けて、普及啓発資料、広報資材等の保管、梱包及び発送業務につい

て、集約化し、調達業務を実施した。 

【新たに 3 件の類似業務を 1 件に集約化した】 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標） 

 （１） 随意契約に関する内部統制の確立 

新たに随意契約を締結した 13 件については、契約手続審査委員会において、事前に審査

を行い、会計規程に定める「随意契約によることができる事由」との整合性や、より競争性の

ある調達手続きの実施の可否の観点で審査を実施するとともに、契約監視委員会委員への

事前説明を経た上で調達を行った。 

【契約手続審査委員会による審査の件数 13 件（全件）】 

 

（２）不祥事の発生の未然防止等のための取組 

契約事務研修及び契約事務マニュアル等の改訂を実施し、適切な事務手順及び不正予防

等コンプライアンスの維持に努めるよう調達担当職員を指導した。 

【契約事務研修の実施（平成 30 年 8月）、契約事務マニュアルの改訂（平成 31 年 2 月）】 

 

特定個人情報及び個人情報を取り扱う業務の委託業者に対して、個人情報に関する管理

状況の検査を実施した。 

【全件実施】 

 

４．その他の調達事務における取組 

ワーク・ライフ・バランス等推進企業への対応 

   平成 30 年度においては、ワーク・ライフ・バランス等推進企業への対応として、調達内容の 

品質の低下、事業の執行への支障等が生じない範囲で 9 件の調達について、総合評価落札方

式の評価加点項目として設定した。 

【9 件実施】 

（注）ワーク・ライフ・バランス等推進企業 

ⅰ）ワーク・ライフ・バランスを推進する企業として、女性活躍推進法、次世代育成支援対策

推進法、青少年の雇用の促進等に関する法律その他関係法令に基づく認定を受けた企

業 

ⅱ）女性活躍推進法第 8 条に基づく一般事業主行動計画を策定した企業（常時雇用する労

働者の数が 300 人以下のものに限る。） 

 



５．自己評価の実施 

平成 30年度調達等合理化計画の実施状況は、上記１～４に記載のとおりであり、契約に係る

競争の推進と調達に関するガバナンスの徹底について、所期の目標を達成したことから、自己

評価は「Ｂ」とした。 

 

６．推進体制 

（１） 推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、財務部担当理事を総括責任者とする契約手

続審査委員会により、調達等合理化に取り組んだ。 

また、契約手続審査委員会で 30 年度計画の実績及び自己評価を審議し、決定した。 

 

（２） 契約監視委員会による審査 

平成 31年 4月 25日に契約監視委員会を開催し、新規の競争性のない随意契約、一者応札・

応募案件及び 30 年度計画の実績等について、点検・評価を受け、その審議概要を公表する。 

 


